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自治体病院のPFI事業と人的資源の諸問題
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業務内容 導入前 導入後 導入前（委託職員）
導入後
（SPC職員）
検体検査 3 2 2 3
消滅菌毒 2 1 1 3
医療機器の保守・点検 2 1 2 3
施設内の清掃 2 1 3 3
医療用ガス供給施設保守点検 2 1 2 3
患者等の搬送業務 1 1 0 1
患者等の食事の献立・調理等 4 1 3 3
患者の介助（食事・排泄・運動・移動等） 4 4 0 1
患者看護の補助（身体清拭，体位交換等 3 4 0 1
患者等の寝具類の洗濯・交換業務 2 1 3 3













業務内容 導入前 導入後 導入前（委託職員）
導入後
（SPC職員）
経営戦略・コンサルティング 3 2 0 2
一般経理・会計・税務申告 3 3 0 0
受付・案内 1 1 1 1
医療事務・会計・カルテ管理 3 1 3 2
総務・福利厚生（給与計算，社保関連等） 3 3 0 0
物品・物流（医材の購入・在庫管理，院内配送） 3 1 2 3
施設の維持・管理，保安警備，駐車場等の管理 4 1 3 3
IT情報管理（情報システム・サービス・管理） 3 2 3 3
広報（広報誌，ホームページ等） 3 2 1 2
患者への相談窓口 3 3 0 2





















































































































































































































































































10）近藤克則・山本美智予「イギリスにおける医療の質評価の動向」『JIM』vol. 15 no. 3，2005年3月および里村
洋一「医療の質と経営は両立するか」日本Mテクノロジー学会大会論文集，（30）：12―14，2003 を参照。
11）この調査報告は，ヒアリング，神戸市立中央病院パンレット，新中央市民病院基本計画書（平成18年6月，
神戸市保健福祉局），神戸市立中央市民病院整備運営事業　実施方針（平成18年8月，神戸市），神戸市立中
央市民病院整備運営事業　実施方針に関する説明会参考資料（平成18年8月，神戸市保健福祉局病院経営管
理部）に拠っている。
12）新中央市民病院の基本計画スケジュールは以下のとおりである。
・2002年度　　学識経験者をまじえた「基本構想に関する懇話会」の設置
・2004年11月　懇談会報告や市民等の意見から「新中央市民病院基本構想」策定
（必要な機能や施設，整備のための最適な手法の検討）
・2006年6月　「新中央市民病院基本計画」策定
・2006年8月　PFI事業者決定　（神戸製鋼・伊藤忠商事グループ）
・2011年春　　開院予定
13）現在，神戸市は，この病院を含めた市立病院全体の見直しを検討しており，今後管理が変更される可能性が
あり，病院事業が独立行政法人化されれば自治体病院PFI事業と同時進行でおこなわれる全国初の事例とな
る可能性がある。
14）株式会社神戸製鋼所は，地元神戸の事業主であることに加え，医療分野においても1915（大正4）年に事業
所内診療所を開設し1998（平成10）年には医療法人社団神鋼病院として独立させたことや1973（昭和48）
年にも神鋼加古川病院の設置，看護学校の運営の経験等があり，地域特性を踏まえた民間のノウハウ活用の
期待が大きい。
15）神戸市では，施設や大型医療機器・医療情報システムなどの付帯設備の所有権を開院時に市に移すことによ
り，将来の環境変化（医療技術，医師や患者のニーズ等）柔軟に機能改善や施設改修をおえるよう策定した。
16）対象業務の詳細は，以下のとおりである。
　　　　①　統括マネジメント業務
　　　　②　施設設計・建設業務（設計，建設，工事管理，各種調査・対策，各種申請）
　　　　③　施設維持管理業務（施設メンテナンス，警備，清掃）
　　　　④　医療情報システム構築・運営業務（システム構築，運営・保守）
　　　　⑤　物流管理運営業務
　　　　⑥　顧客サービス業務（総合案内，電話交換，利便施設運営他）
　　　　⑦　医療関連サービス業務（検体，患者給食，滅菌消毒，洗濯，医療関連事務他）
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　　　　⑧　移行支援業務（医療器機・備品等の調査，調達支援，引越し，開院リハーサル）
17）たとえば，大規模修繕計画などは実際には十数年後におこなわれるため現段階での試算には適当ではないこ
ともあり別途市が計画するなどの工夫がみられる。医療情報システムの保守管理を当初5年と定めるなどの
リスク回避をおこなっている。
18）この神戸市特有のPPP（Professional-Partnership-Progress）の考え方と質の保証のために事業者に求めるも
のをまとめると，以下のようになる。
①　エビデンスに基づく業務品質の確保（Professional）
1）エビデンスに基づく業務品質の確保
2）安定した業務実施体制の構築と優秀な人材の継続的確保
②　協働による患者サービスの提供（Partnership）
1）病院スタッフとのパートナーシップ
2）病院スタッフの一員としての高い意識
3）顧客志向による運営
③　成長と変化に対応した業務水準の継続的改善（Progress）
1）提案内容改善への柔軟な対応
2）マネジメントシステムの構築による継続的改善
19）策定されている会議は以下のとおりである。
　　　1）PPP（Public-Private-Partnership）会議（仮称）
業務の確実な実行や改善の確認の場としてPPP会議を設ける。PPP会議は，市と事業者が共同で
設置し，マネジメントシステムやモニタリングに関する事項を検討する。
　　　2）CS（Customer-Service）会議（仮称）
市と事業者が，患者サービス向上のための具体的方策について検討する会議体としてCS会議を設
ける。この会議の設置，運営は事業者がおこなう。
　　　3）経営会議（仮称）
市は，市の経営方針を決める会議体として経営会議を設置し運営をおこなう。事業者は，経営会
議に対して「経営コンサルテーション業務における調査事項」の調査結果を報告し，病院経営改
善等に必要となる助言，提案をおこなう。
20）業務体制の個々における基準の例として，以下のようなものがあげられている。
○PM（プロジェクト・マネジメント）業務の責任者は，本業務を統括することができる十分な経験と実
績を持つ者であること。また，CM（コンストラクション・マネジメント），FM（ファシリティ・マネ
ジメント），SM（システム・マネジメント），OSM（オペレーションサービス・マネジメント）業務の
内容も充分に理解できる者であること。
○CM業務の責任者は，一般病床500床以上又は救命救急センターの機能を持つ病院の設計業務等に責任
のある立場で関わったことがあるなど，本業務を統括することができる十分な経験と実績を持つ者で
あること。
○FM業務の責任者は，一般病床500床以上又は救命救急センターの機能を持つ病院の計画保全・計画修
繕業務に責任のある立場で関わったことがあるなど，本業務を統括することができる十分な経験と実
績を持つ者であること。
○SM業務の責任者は，情報技術，医学・医療および医療情報システムに関する知識を持ち，500床以上
の病院で医療情報システムの構築，運用を統括した経験のある者であること。
○OSM業務の責任者は，各運営業務に精通し業務フロー，運営マニュアル等の内容を判断できるととも
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に，本業務を統括することができる十分な経験と実績を持つものであること。
○経営コンサルテーション業務の責任者は，病院経営に係る本業務について5年以上の経験を有する者で
あるか，病院経営における経営計画策定に係った経験を持つ者であること。
○PM業務及び開院後のOSM業務の責任者は，常駐配置することとする。その他の責任者については，
必ずしも常駐である必要はないが，事業期間を通じて，各業務が円滑に実施されるよう，業務の状況
に応じた適切な配置とすること。
21）事業者は，業務全体のマネジメント業務の推進に関し，適切な企画，計画，立案を行い，実施を監視し，業
務品質の確保及びコスト管理が適切におこなわれていることを適宜確認し，必要な場合には速やかに指導，
監督，支援及び改善をするとともに，業務の実施状況を監視し，業務品質が確保されているか適宜確認をし，
必要な場合には速やかに指導，監督及び支援をおこなう。また，業務を実施する協力法人の意見をふまえて，
協力法人のモチベーションを高めるような工夫をする。さらに，病院内外からの問合せに対しては，24時
間365日対応できる仕組みを構築するとともに，問合せ，要望，苦情等に適切に対応する。また，対応結果
等の情報は問合せの相手方に適切にフィードバックするとともに，業務改善に活用する。
22）事業者は，市が行う医療機器設置や什器備品の調達等，関連する業務に協力し，連携・調整を十分に図る。
また，医療情報システム，医療機器などの導入や運営業務の適切な実施に必要な事項が施設設計・建設業務
に反映されるように，市及び関係者と協議・調整をおこない統括する。これらのライフサイクル・コストの
低減として，施設設計・建設業務及び施設メンテナンス業務等を一体的に計画，管理，運営することにより
効率的な維持管理の実施，及び計画修繕の立案，策定を行いライフサイクル・コストの低減を図る。
23）事業者は，医療法改正，医療技術の進展，新たな医療機器の導入など，病院施設の成長と変化に対応し，市
と協力して施設の増改築・改修について調査をし，市に提案をおこなうとともに，医療制度改革等，事業者
のコントロールが不可能な外部環境の変化により，業務内容を変更する必要が生じた場合には，状況を分析
し，市に対して必要な情報提供，適宜業務内容の改善をする。また，コスト改善の対象となる業務に関して
は，見積もりを取得する等を行って，根拠を明確にし，費用の増減が生じる場合は，増額改善提案，同額改
善提案，減額改善提案に分類しておこなう。さらに，経営上の理由等により市から業務範囲や要求水準の変
更を要望された場合には，事業者は可能なかぎり柔軟な対応，建設的な提案をする。
24）PFI推進委員会　進捗状況　http://www8.cao.go.jp/pfi/iinkai8.htmlを参照。
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